


江府町まち・ひと・しごと創生寄附活用事業（企業版ふるさと納税）実施要綱 

令和４年４月１９日江府町告示第１９号 

 

（趣旨） 

第１条 この告示は、地域再生法（平成 17 年法律第 24 号。以下「法」とい

う。）第 5 条第 4 項第 2 号の規定に基づくまち・ひと・しごと創生寄附活用

事業に対する法人からの寄付金に関する取扱いについて、必要な事項を定め

るものとする。 

（定義） 

第２条 この告示において次の各号に掲げる用語の定義は、それぞれ当該各号

に定めるところによる。 

（１）寄附活用事業 法第 5 条第 15 項の規定により策定した、江府町まち・

ひと・しごと創生計画に掲げる事業をいう。 

（２）寄附対象法人 町内に主たる事務所又は事業所を有していない法人であ

り、かつ、青色申告を提出している法人をいう。 

（３）寄附金 寄附活用事業の実施のための費用として寄附対象法人が支出す

る 10 万円以上の寄附金をいう。 

（寄附金の申出） 

第 3条 寄附金の申出をしようとする寄附対象法人は、江府町まち・ひと・し

ごと創生寄附活用事業申出書（様式第 1 号）により、次のいずれかの納付方

法を指定の上、寄附を申し出るものとする。 

（１）町長が発行する納付書による納付 

（２）町長が指定する口座への振込みによる納付 

（３）その他町長が認める方法 

（支払いの要請等） 

第 4条 町長は、前条の規定により寄附対象法人から申出がされた寄附金額の

うち、当該申出がされた年度の寄附活用事業の事業費の範囲内で寄附金の支

払いを、当該寄附対象法人へ要請するものとする。 

２ 前項の規定にかかわらず、町長は、やむを得ず寄附対象事業の事業費が確

定する前に寄附金を受領した場合は、事業費が確定した後に寄附対象法人に

対して、事業費確定通知書（様式第 2 号）により事業費の確定額を通知する

ものとする。 

（寄附金の受領証明） 

第 5条 町長は、寄附金を受領した場合は、寄附をした寄附対象法人に対し

て、地域再生法施行規則（平成 17 年内閣府令第 53 号）第 14条第 1項の規

定に基づき、当該寄付金額及び年月日を証する受領証（様式第 3 号）を交付

するものとする。 

（寄附金の返還等） 

第 6条 寄附対象法人が、次の各号のいずれかに該当する場合は、寄附金の申

出を拒否し、又は受領した寄附金を返還することができる。 

（１）この告示の趣旨に反するとき。 

（２）役員等（非常勤を含む役員及び支店又は営業所の代表者をいう。以下同



じ。）が暴力団員（暴力団による不当な行為の防止等に関する法律（平成 3

年法律第 77号）第 2 条第 6 号に規定する暴力団員をいう。以下同じ。）であ

ると認められるとき。 

（３）暴力団（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律第 2条第 2号

に規定する暴力団をいう。以下同じ。）又は暴力団員が経営に実質的に関与

していると認められるとき。 

（４）役員等が、自社、自己若しくは第三者の不正な利益を図る目的で、又は

第三者に損害を与える目的で、暴力団又は暴力団員を利用していると認めら

れるとき。 

（５）役員等が、暴力団又は暴力団員に対して資金等を提供し、又は便宜を供

与する等直接的若しくは積極的に暴力団の維持及び運営に協力し、又は関与

していると認められるとき。 

（６）役員等が、暴力団又は暴力団員と社会的に非難されるべき関係を有して

いると認められるとき。 

（公表） 

第 7条 町は、寄附をした寄附対象法人の名称、寄附金額、当該寄付を充当し

た事業の状況等について、町のホームページへの掲載その他適当な方法によ

り公表するものとする。 

（その他） 

第 8条 この告示に定めるもののほか、必要な事項は、町長が別に定める。 

 

附 則 

 この告示は、公布の日から施行する。 

附 則（令和７年告示第４２号） 

 この要綱は、公布の日から施行する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



様式第 1号（第 3 条関係） 

 

江府町まち・ひと・しごと創生寄附活用事業寄附申出書 

 

年  月  日 

江府町長 様 

 

江府町のまち・ひと・しごと創生事業を応援するため、下記のとおり寄附を

申し込みます。 

記 

フリガナ  
法人名  

法人番号  

住所又は所在地  

電話番号  メール 
アドレス  

寄附金（予定）額              円 ※下限 10万円 

寄附を希望する事

業  

寄附金の納入方法 □ 町が発行する納付書による納付 
□ 町が指定する口座への振込み  

※手数料はご負担ください。 
□ その他（               ） 

受領証等の 
送付先  

           （担当者名        ） 
寄附の公表について 
令和７年度税制改正により、寄附の透明化がより一層求められることになりました。寄附情報を非

公表とする場合は、非公表の理由の正当性について、個別具体的な理由をもって寄附を受け入れる

地方公共団体が説明責任を果たす必要があることから、江府町では、原則として「法人名」「寄附金

額」「寄附金充当事業」を公表させていただくこととしています。 

ご理解いただきますようお願いいたします。 



 

 

誓約書 兼 同意書 
 寄附の申出に当たり、次の事項に該当しない旨を誓約します。 
(1) 役員等（非常勤を含む役員及び支店又は営業所の代表者をいう。以下同

じ。）が暴力団員（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平

成３年法律第７７号）第２条第６号に規定する暴力団員をいう。以下同

じ。）であると認められる者 
(2) 暴力団（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律第２条第２号

に規定する暴力団をいう。以下同じ。）又は暴力団員が経営に実質的に関

与していると認められる者 
(3) 役員等が、自社、自己若しくは第三者の不正な利益を図る目的で、又は

第三者に損害を与える目的で、暴力団又は暴力団員を利用していると認め

られる者 
(4) 役員等が、暴力団又は暴力団員に対して資金等を提供し、又は便宜を供

与する等直接的若しくは積極的に暴力団の維持及び運営に協力し、又は関

与していると認められる者 
(5) 役員等が、暴力団又は暴力団員と社会的に非難されるべき関係を有して

いると認められる者 

 

また、誓約内容確認のため、江府町が必要に応じ関係官庁に調査及び照会す

ることに同意いたします。 

 

  年  月  日 

 

江府町長  様 
                所在地 

                   

法人名  
                   

代表者                

 



様式第 2号（第 4 条関係） 

 

事業費確定通知書 

 

発     番 

年  月  日 

 

法人名 

 

代表者           様 

 

江府町長           印 

 

 

 年  月  日付けで貴社から受領した、江府町まち・ひと・しごと創生寄附

活用事業について、  年度の事業費が確定しましたので、下記のとおり通知し

ます。 

 

記 

 

１・事業名                     事業 

 

２．確定した事業費及び当該事業に対する寄附の受領額 

 

  ・確定した事業費  金           円 

 

  ・当該事業に対する寄附の受領額  金           円 

 

  （うち、貴社からの寄付の受領額  金           円） 
 
 
 
 
 
 
 



様式第 3号（第 5 条関係） 

 

江府町まち・ひと・しごと創生寄附活用事業寄附受領証 

 

発     番 

年  月  日 

 

法人名 

 

代表者           様 

 

 

江府町長           印 

 

 

 地域再生法第 13 条の 2 に規定するまち・ひと・しごと創生寄附活用事業に

関連する寄附として、下記の寄附を受領したことを証明する。 

 

 

記 

 

１ 事業の名称 

 

２ 寄附年月日      年  月  日 

 

３ 寄付金額             円 

 


